
令和２（2020）年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の効果公表 令和２（2020）年度実施計画に基づく事業

（千円）

うち臨時交付金
充当額

１ UIJターン・促進・関係人口創出事業費
テレワーカーを主なターゲットとし
た、移住促進・関係人口創出に要する
経費

17,008 17,000
テレワーカー向け特設サイト・移住促進動画
の制作等

新型コロナ感染症拡大により増加したテレ
ワーカーに対する情報発信を強化すること
で、テレワーカーの移住定住を促進した

総合政策部
地域振興課

2
とちぎお試しサテライトオフィス設置促進
強化事業費

本県への移住に向けたお試しサテライ
トオフィスの設置促進に要する経費

12,449 12,440
補助対象者　17者４市町
東京圏の企業等や市町によるお試しサテライ
トオフィス設置への支援等

新型コロナ感染症拡大に対応するための企業
等や市町の取組を支援することで、本県内の
サテライトオフィス設置を促進した

総合政策部
地域振興課

3 情報システム等効率化事業費

新型コロナ感染症に係る「新しい生活
様式」を踏まえた柔軟な働き方の推進
に向け、業務効率化のためのタブレッ
ト端末の導入と、テレワーク時におけ
る庁内ネットワークへアクセスできる
環境の整備

104,882 104,882
令和2(2020)年11月
テレワーク用の端末（100台）運用開始
タブレット端末（100台）運用開始

新型コロナウイルス感染症の流行によりテレ
ワークの重要性が増す中、テレワーク中に庁
内ネットワークに接続し、効率的に業務を実
施する環境が整備できた。また、タブレット
端末をオンライン会議等で活用することで、
人との接触機会を低減した上で情報共有の円
滑化を図ることができた

経営管理部
行政改革ＩＣＴ推

進課

4 情報システム等効率化事業費

新しい生活様式を踏まえた柔軟な働き
方の促進のため、テレワーク時におい
ても庁内ネットワークへアクセスでき
る環境の充実化と業務の効率化推進の
ための無線LAN環境の構築

258,090 258,089
令和3(2021)年6月
テレワーク用の端末（200台）運用開始

無線LAN環境整備については、庁内での分散勤
務やコロナ対応に当たる部局の人員増減・勤
務位置の移動に機動的に対応することができ
た。また、新型コロナウイルス感染症の流行
によりテレワークの重要性が増す中、テレ
ワーク中に庁内ネットワークに接続し、効率
的に業務を実施する環境が整備できた。特に
新型コロナの濃厚接触者で登庁できない者が
業務を行う上での必要な設備となった

経営管理部
行政改革ＩＣＴ推

進課

5 指定管理施設感染症対策事業費

指定管理者制度を導入している公の施
設において、重症化リスクが高い高齢
者や障害者等が多く利用する屋内施設
について、入館者が職員と近接せずに
体温測定が可能な据置型のサーマルカ
メラを設置

1,086 1,086

令和３（2021）年２月
サーマルカメラ６台購入
以下の施設に配備
・とちぎ健康づくりセンター（２台）
・とちぎ福祉プラザ（わかくさアリーナ含
む）（３台）
・栃木県立宇都宮産業展示館（１台）

入館者の体温測定を非接触かつ迅速に行うこ
とができ、指定管理者制度導入施設における
感染拡大防止に効果があった

経営管理部
行政改革ＩＣＴ推

進課

6 デジタル広聴推進事業費

新型コロナウイルス感染症の影響等に
より、大幅に増加した県民からの意
見・提案・要望等の対面受付時のリス
ク軽減及び迅速な対応による県民サー
ビスの向上を図るための新たな広聴シ
ステムの導入

16,698 16,698

令和４(2022)年３月１日
栃木県広聴（県民の声）システム仮稼働開始
令和４(2022)年４月１日
同システム本格運用開始

栃木県広聴（県民の声）システムの運用開始
により、受付から回答までをオンライン化
し、対面や書類のやりとりを介した接触リス
クの軽減が図られた

県民生活部
広報課

経営管理部
行政改革ＩＣＴ推

進課

7 私立高等学校等ＩＣＴ環境整備補助金

生徒たちの学びを最大限に保障する環
境づくりのため、学校再開後の授業の
効率化や、家庭学習・オンライン授業
の導入に必要なタブレット端末等の整
備を行う私立高校等に対する補助

43,994 43,994
学校が行うＩＣＴ環境整備に必要な経費とし
て、８学校法人（10校）に対して助成を行っ
た。

各学校が負担したタブレット端末や電源キャ
ビネットの購入経費に対して補助を行うこと
で学校のGIGAスクール化を推進し、各学校に
おける感染リスク低減を図るためのオンライ
ン授業やＩＣＴ教育を実施するための支援を
行うことができた

経営管理部
文書学事課

8 私立学校感染症対策支援事業費

私立小・中・高等・中等・高等専修学
校が十分な教育活動を継続するため、
新型コロナウイルス感染症等の感染症
対策を徹底しながら児童生徒の学びの
保障ができる環境の実現のための経費
への補助

12,049 12,049
学校が行う感染症対策経費として、13学校法
人（25校）に対して助成を行った。

当該補助金を活用して各学校がアルコール消
毒剤やパーテーション等の感染防止対策用品
のほか、非接触型体温計や空気除菌装置の備
品の購入等を行うことで、感染症対策を徹底
しながら生徒の学びの継続のための支援を行
うことができた

経営管理部
文書学事課

9 専修学校等感染症対策支援事業費

私立専修学校（専門課程・一般課程）
及び各種学校が十分な教育活動を継続
するため、新型コロナウイルス感染症
等対策を徹底しながら生徒の学びの保
障ができる環境の実現のための経費へ
の補助

27,962 27,962
学校が行う感染症対策経費として、15学校法
人（29校）に対して助成を行った。

当該補助金を活用して各学校がアルコール消
毒剤やパーテーション等の感染防止対策用品
の購入のほか、水道蛇口のセンサー化やオン
ライン授業のためのWi-Fi工事等を行うこと
で、感染症対策を徹底しながら生徒の学びの
継続のための支援を行うことができた

経営管理部
文書学事課

10 修学旅行追加的費用支援事業費

私立学校が、児童生徒の新型コロナウ
イルス感染症の感染防止及び同感染症
の拡大防止のために修学旅行を中止又
は目的地や日程を変更したことにより
生じたキャンセル料について、保護者
の経済的な負担軽減を図るための補助

24,767 24,767 補助対象者　10学校法人（15校）

学校を通じて保護者が負担したキャンセル料
に対して支援することで、保護者に追加的に
発生した費用について負担の軽減をすること
ができた

経営管理部
文書学事課
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うち臨時交付金
充当額

No. 実施状況 効果 担当課名事業名 事業概要 総事業費

11 感染症対策広報費
新型コロナウイルス感染症への県の対
応等の広報

98,184 98,180
・テレビスポットＣＭ等の放送
・ラジオスポットＣＭ等の放送

新型コロナウイルス感染症について、情勢や
対策の変化に合わせ、適時適切な情報提供を
行い、感染拡大防止の推進を図ることができ
た

県民生活部
広報課

12 文化・芸術活動応援事業費
本県ゆかりの若手音楽家の活動支援、
県民への文化芸術の鑑賞機会の提供

4,900 4,900

栃木県総合文化センターメインホールにおい
て、本県ゆかりの若手音楽家による無観客コ
ンサートを実施。動画配信サイトを通じて広
く発信した

感染拡大により公演の中止等を余儀なくされ
た若手音楽家及び舞台芸術関係者の活動を支
援するとともに、文化芸術の鑑賞機会を県民
に提供することができた

県民生活部
県民文化課

13 とちぎ舞台芸術発表応援事業費
感染拡大により中止となった県芸術祭
ホール部門の発表の場の確保、県民へ
の文化芸術活動の鑑賞の機会の提供

6,010 6,010

栃木県総合文化センターメインホールにおい
て、県芸術祭ホール部門のステージ発表を無
観客で実施。動画配信サイトでの配信、ダイ
ジェスト版のテレビ放送を実施した

新しい生活様式に沿った形での実施により、
県民の文化芸術活動の発表・鑑賞機会を確保
することができた

県民生活部
県民文化課

14 文化芸術振興費補助金
県立美術館及び県立博物館における感
染症対策

2,636 1,310 非接触型自動検温器、空気清浄機等の購入
感染防止対策の充実により、来館者及び職員
の感染リスクを減少させることができた

県民生活部
県民文化課

15
避難所新型コロナウイルス感染症対策事業
費

避難所における感染防止のために備蓄
するパーテーション等の物資・資材等
の購入

16,230 14,340
対象施設　1,385施設
体温計　125個
パーテーション　300個　等

避難所における感染防止のための物資を購
入・備蓄することができた

県民生活部
危機管理課

16
消防学校新型コロナウイルス感染症対策事
業費

消防学校における感染防止対策のため
のサーキュレーター及び空気清浄機の
導入

1,957 1,950
空気清浄機購入数　28台
サーキュレーター購入数　8台

感染症対策用物品を整備することにより、感
染症流行の中にあっても計画どおりに事業を
実施することができた

県民生活部
消防防災課

17 日光国立公園等ワーケーション推進事業費
日光国立公園等におけるワーケーショ
ン実施のための施設整備等の実施

17,383 17,378

ワーケーション用の電源設備及びWi-Fi環境整
備(栃木県県民の森)、テーブル等の備品購入
(イタリア大使館別荘記念公園、中禅寺湖畔
ボートハウス)

新たな生活様式としてのワーケーション需要
を喚起し、地域の活性化を推進した

環境森林部
自然環境課

18 間伐材生産力強化対策事業費
県内素材生産の回復に寄与する搬出間
伐材の増産に対する助成

116,695 116,694
補助対象者　17事業体
素材生産の維持・増産に寄与するかかり増し
経費に対する支援

新型コロナウイルス感染拡大の影響による素
材生産現場における伐り控え、供給減という
状況から搬出間伐の増産が喚起された

環境森林部
林業木材産業課

19 自立相談支援機関等強化事業費
感染症の影響を受けた生活困窮者対策
としての多言語翻訳システム・オンラ
イン学習機器の導入

1,887 472
多言語翻訳機14台購入
タブレット21台購入

・相談窓口における外国語での対応に活用で
きた
・学習支援事業の受託業者に貸与し、困窮家
庭の児童生徒の遠隔学習やデジタル教材によ
る学習に活用できた

保健福祉部
保健福祉課

20 自立相談支援機関等強化事業費
感染症の影響を受けた生活困窮者対策
としての自立相談支援窓口の強化

1,138 284 補助員を3名増員
既存窓口に人員を増やし相談件数の急増（２
月及び３月の前年同月比226%増）に対応でき
た

保健福祉部
保健福祉課

21 医療機関等感染拡大防止対策事業費
医療機関等における新型コロナウイル
ス感染症拡大防止対策に必要な消毒液
等の購入経費の補助

443,362 443,362 補助対象者　12,060医療機関
入手が困難になっていた医療物資を医療機関
等に送付することにより、感染症拡大防止に
資することができた

保健福祉部
医療政策課

22
新型コロナウイルス感染症対策医療従事者
応援金

新型コロナ患者の診療等に対応した医
療従事者に対する手当

386,699 386,699 補助対象者　23医療機関
新型コロナウイルス感染症患者の診療に当た
る医療従事者を支援することで、適切な医療
提供体制を確保することができた

保健福祉部
医療政策課

23
新型コロナウイルス感染症対策医療機関協
力金

新型コロナウイルス感染症患者を受け
入れた医療機関への協力金

3,357,400 3,357,400 補助対象者　21医療機関

入院受入医療機関へ協力金を支給すること
で、コロナ患者等の入院受入体制の構築及び
入院受入れの促進、入院受入医療機関の財政
運営の健全化が図られた

保健福祉部
医療政策課

24
新型コロナウイルス感染症医療提供体制等
整備事業費

新型コロナウイルス感染症患者等の入
院病床を確保する医療機関への助成

126,189 126,189 補助対象者　１医療機関

受入実績の高い入院受入医療機関に空床補償
に係る国庫補助基準額への上乗せ補助を行う
ことで、コロナ患者等の入院受入体制の構築
が図られた

保健福祉部
医療政策課

25
救急・周産期・小児医療機関等院内感染防
止対策事業費

新型コロナウイルス感染症を疑う患者
受入のための設備整備に対する補助

133,720 133,720 補助対象者　５医療機関
新型コロナウイルス感染症の医療提供体制の
強化を図ることができた

保健福祉部
医療政策課

26
新型コロナウイルス感染症医療機関緊急経
営安定化資金保証料補給事業費

新型コロナウイルス感染症医療機関緊
急経営安定化資金を利用する医療機関
が負担する保証料の一部補給

6,748 6,748 補助対象者　栃木県信用保証協会
保証料の一部を補給することにより、医療機
関の負担軽減に繋がり、制度融資の利用促進
が図られた

保健福祉部
医療政策課

27
新型コロナウイルス感染症医療機関緊急経
営安定化資金利子補給事業費

新型コロナウイルス感染症医療機関緊
急経営安定化資金を利用する医療機関
に対する利子の補給

5,385 5,385 補助対象者　３金融機関
利子補給により、医療機関の負担軽減に繋が
り、制度融資の利用促進が図られた

保健福祉部
医療政策課

28
新型コロナウイルス感染症医療提供体制等
整備事業費

新型コロナウイルス感染症患者受入の
ための設備整備に対する補助

84,837 84,837 補助対象者　11医療機関

国の補助対象外の設備整備（人工呼吸器の基
準額超分及びモニター）への補助を行うこと
で、コロナ患者等の入院受入体制の構築が図
られた

保健福祉部
医療政策課

29 県立養成所ＩＣＴ環境整備事業費
新型コロナウイルス感染症対策として
遠隔授業等を行うために必要なＩＣＴ
整備に要する経費

6,271 6,271 対象施設　1養成所
感染拡大時における医療関係職種の養成（教
育活動の継続）につながった

保健福祉部
医療政策課
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うち臨時交付金
充当額

No. 実施状況 効果 担当課名事業名 事業概要 総事業費

30 衛生福祉大学校受験生支援事業費
新型コロナウイルス感染症の感染リス
ク低減を図るための受験生の支援に要
する経費

949 949 対象施設　1養成所
追試験の機会を用意し、感染拡大防止を図る
とともに、安心して受験できる環境を確保で
きた

保健福祉部
医療政策課

31 衛生福祉大学校感染拡大防止事業費
新型コロナウイルス感染症対策を行い
ながら実習を行うために必要な機器の
整備

2,430 2,430 対象施設　1養成所
感染拡大時における医療関係職種の養成（教
育活動の継続）につながった

保健福祉部
医療政策課

32 看護師養成施設等実習補完事業費
実習を中止した看護師養成施設等への
実習補完器材の貸与

3,938 3,938 看護師養成施設等（17校）が活用
感染拡大時における医療関係職種の養成（教
育活動の継続）につながった

保健福祉部
医療政策課

33 看護師養成所等衛生環境整備支援事業費
感染症対策上必要な消毒液や保健衛生
用品の購入経費の補助

8,769 8,769 補助対象者　９施設
感染拡大時における医療関係職種の養成（教
育活動の継続）につながった

保健福祉部
医療政策課

34
新型コロナウイルス感染症対策救急等医療
提供体制確保事業費

新型コロナへの対応を行いながら救急
等医療提供体制を確保する医療機関へ
の協力金

844,000 844,000 補助対象者　20医療機関
新型コロナウイルス感染症患者の対応を行い
ながら、救急等の医療提供体制を確保するこ
とができた

保健福祉部
医療政策課

35 医療提供体制等整備事業費
新型コロナウイルス感染症のクラス
ターが発生した医療機関への掛かり増
し経費に対する助成

78,400 78,400 補助対象者　２医療機関

クラスター発生医療機関が緊急かつ臨時にコ
ロナ患者の入院診療を行うこととなった場合
に、当該医療機関における通常の医療提供時
では想定されない掛かり増し経費に対して支
援を行うことにより、安定的な医療提供体制
の確保が図られた

保健福祉部
医療政策課

36 介護施設等感染拡大防止対策事業費
感染者が発生した介護施設等へ提供す
るための衛生用品の備蓄等に要する経
費

107,267 107,267

消毒液の配付　2,578施設
マスクの配付　1,565施設
消毒等補助　１施設
介護施設への消毒・洗浄の支援

需給が逼迫し、介護施設等が自力で購入でき
ない状況下で、県が一括購入、配付すること
で、感染拡大防止に寄与した

保健福祉部
高齢対策課

37 介護施設等感染拡大防止対策事業費
介護施設等における簡易陰圧装置の設
置に要する経費の助成

157,247 157,247 補助対象施設　112施設
簡易陰圧装置の設置に要する経費を支援する
ことで、高齢者施設等における感染拡大防止
が図られた

保健福祉部
高齢対策課

38 介護保険事業費補助金
感染者又は濃厚接触者が発生した介護
サービス事業所等に対するサービス継
続等に要したかかり増し経費の助成

25,111 8,371 補助対象事業所　19事業所

感染者又は濃厚接触者が発生した介護サービ
ス事業所等にサービス継続などに要したかか
り増し経費を支援することで、介護サービス
の安定的な運営が図られた

保健福祉部
高齢対策課

39 在宅要介護高齢者受入体制整備事業費
濃厚接触者となった在宅要介護高齢者
の短期入所受入に協力する介護サービ
ス事業者に対する助成

1,105 1,105 補助対象者　１法人
濃厚接触者となった在宅要介護高齢者の受入
体制の整備を図ることができた

保健福祉部
高齢対策課

40 指定難病患者等感染拡大防止対策事業費
各種衛生用品が市場で品薄となる状況
下において、指定難病及び小児慢性特
定疾病患者への支援

2,476 2,476

141 施設へ以下の支援を行った
マスク購入数 13,000 枚
消毒液購入数 547L
その他衛生用品

日常的に人工呼吸器や喀痰吸引、経管栄養等
の医療的ケアを必要とする者等に対して、各
種衛生用品を優先的に配付することで、当該
患者における感染拡大の防止に寄与した

保健福祉部
健康増進課

41 介護保険事業費補助金
コロナ禍でフレイルの進行が懸念され
る高齢者に向けたフレイル予防の普及
啓発

1,779 593
新聞広告　１回
テレビCM　21回
番組出演による広報　１回

フレイルやその予防方法（栄養、運動、社会
参加）について、幅広く周知することができ
た。

保健福祉部
健康増進課

42 感染症対策費 感染症審査協議会の実施 4,981 4,981

○感染症審査協議会
有識者による感染症審査協議会を実施
○医療費審査事務費
　審査件数：1,601件

○感染症審査協議会
入院勧告、入院期間の延長、就業制限等につ
いて、専門的及び法律的観点から、妥当性を
適正に審査することができた
○医療費審査事務費
公費負担医療に関する費用の審査及び支払事
務を適切かつ円滑に実施することができた

保健福祉部
感染症対策課

43
新型コロナウイルス感染症対応力強化事業
費

新型コロナウイルス感染症の集団発生
等に備えた体制整備

921 921

○機動調査チームの派遣
　派遣日数：87日間
　派遣人数（延べ数）：265人
○発生施設支援チームの派遣
　派遣施設数：22施設
　派遣人数（延べ数）：344人

○機動調査チームの派遣
陽性患者の急増等により保健所業務がひっ迫
した際に機動調査チームを迅速に派遣し、必
要な支援活動を行うことができた
○発生施設支援チームの派遣
県内の病院・施設等でクラスターが発生した
際に、外部の専門家で構成した発生施設支援
チームを派遣し、当該施設等における感染対
策や診療・療養継続の支援を行った

保健福祉部
感染症対策課

44
新型コロナウイルス感染症医療提供体制等
整備事業費

ＰＣＲ検査等の審査委託 7,571 7,571
医療機関等において医師の判断により行われ
るＰＣＲ 検査及び抗原検査等に係る診療報酬
の審査及び支払事務を行った

適正に診療報酬の審査及び支払を行うことが
できた

保健福祉部
感染症対策課

45
新型コロナウイルス感染症対応力強化事業
費

新型コロナウイルス感染症の診断のた
めの抗原検査キット購入（救急医療機
関等用）

86,048 86,048
新型コロナウイルス感染症の陽性者を早急に
検知するため、二次救急医療機関等に抗原簡
易検査キットを配備した

検査キットの配備により、新型コロナウイル
ス感染症の陽性者を早急に検知することがで
きた

保健福祉部
感染症対策課

46
新型コロナウイルス感染症対応力強化事業
費

感染管理認定看護師等による社会福祉
施設や病院等への指導等

1,500 1,500
感染管理認定看護師による、感染・重症
化リスクが高い施設（社会福祉施設や病院
等）への指導等を実施

感染・重症化リスクが高い施設に対して感染
防止対策の拡大、強化を図ることができた

保健福祉部
感染症対策課
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47 ＬＩＮＥ情報提供費
ＬＩＮＥサービスによる新型コロナウ
イルス感染症関連の情報提供等

4,191 4,190
新型コロナウイルス感染症などの感染症の予
防対策の注意喚起の徹底を図るため、広く県
民に対し、LINEによる広報事業を実施した

ＬＩＮＥを活用することにより、県民に対し
て予防対策の啓発を迅速かつ適切に広報でき
た

保健福祉部
感染症対策課

48
新型コロナウイルス感染症対策診療・検査
体制強化事業費

診療・検査医療機関への交付金 102,700 102,700
発熱患者等に対する診療・検査体制を強化す
るため、一定の条件を満たす診療・検査医療
機関に補助金を交付した

補助事業の実施により、新型コロナウイルス
感染症の発生に対応した検査体制・医療提供
体制整備を図ることができた

保健福祉部
感染症対策課

49
新型コロナウイルス感染症自宅療養者対応
事業費（配食）

濃厚接触者への物資支援（配食サービ
ス）の実施

4,134 3,082
食糧や日用品の調達が困難な濃厚接触者への
物資支援（配食サービス）

濃厚接触者が外出することなく日用品を調達
できたことで、感染症のまん延防止が図られ
た

保健福祉部
感染症対策課

50
新型コロナウイルス感染症自宅療養者対応
事業費（薬局）

電話診療を受けて日曜・祝日に対応す
る薬局の確保

499 499
やむを得ず自宅療養する新型コロナウイルス
感染症患者への電話診療の際に、処方される
薬剤の対応を行った

新型コロナウイルス感染症患者の安全・安心
な自宅療養に資することができた

保健福祉部
感染症対策課

51 市町村地域生活支援事業費

市町が行う、新型コロナウイルス感染
拡大に伴う地域活動支援センターや日
中一時支援事業の受け入れ体制強化等
及び訪問入浴サービス等体制強化事業
に対する補助

4,095 2,541
補助対象市町　３市（宇都宮市、小山市、さ
くら市）

事業を実施する市町への補助を通じて、地域
活動支援センター等における新型コロナウイ
ルスの感染拡大防止（衛生用品の購入等）や
受け入れ体制の強化（支援員の増）に寄与し
た

保健福祉部
障害福祉課

52
障害者総合支援事業費補助金（障害者支援
施設等の感染拡大防止対策事業費）

障害者支援施設等に対する新型コロナ
ウイルス感染拡大防止支援

52,737 17,579
マスク及び消毒液を購入し、障害者支援施設
等へ配付した

障害福祉サービス施設等に対して各種衛生用
品を配付することで、新型コロナウイルスの
感染拡大防止が図られた

保健福祉部
障害福祉課

53
精神保健対策費補助金（新型コロナウイル
ス感染症に対応した心のケア支援事業費）

新型コロナウイルスの影響により、
様々なストレスを抱えた方に対する心
のケアの実施

21,940 5,497
SNS相談窓口の設置
電話相談窓口の体制強化
心のケアについて普及啓発

相談窓口の設置や強化により、新型コロウイ
ルスの影響により、様々なストレスを抱えた
方に対する心のケアが図られた

保健福祉部
障害福祉課

54
障害者総合支援事業費補助金（障害者就
業・生活支援センター機能強化事業費）

活動自粛や休業等の影響により在宅生
活が長くなった障害者の職場復帰や再
就職に向けた生活支援のための、障害
者就業・生活支援センターの支援体制
強化

1,154 577
箇所数　１か所
障害者就業・生活支援センター生活支援部門
における職員１名の追加配置

職員の加配により支援体制を強化すること
で、活動自粛や休業等の影響により在宅生活
が長くなった障害者について、在宅生活から
円滑に職場復帰に向けた橋渡し支援と、離職
した障害者の再就職に向けた支援を実施する
ことができた

保健福祉部
障害福祉課

55 在宅障害児者受入体制整備事業費

介護者が新型コロナウイルス感染症に
よる入院等で不在となった場合の、在
宅障害児者（濃厚接触者）の短期入所
に協力する障害福祉サービス事業者へ
の助成

6,346 6,346 補助対象者　３法人
濃厚接触者となった障害児者の受入体制の整
備を図ることができた

保健福祉部
障害福祉課

56
障害者総合支援事業費補助金(障害者支援施
設等ロボット等導入支援事業費)

障害者支援施設等における新型コロナ
ウイルス感染拡大防止や介護業務の負
担軽減のための介護ロボット等の導入
に対する補助

14,600 4,867
補助対象者　７法人
介護ロボット等を導入した障害者支援施設等
に対し、導入に要する経費を補助

介護ロボット等の導入により、接触が少なく
なったことによる新型コロナウイルス感染拡
大防止や職員の介護業務の負担軽減による利
用者の安全な移乗や見守りが可能となった

保健福祉部
障害福祉課

57
障害者総合支援事業費補助金（特別支援学
校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービ
ス支援事業）

学校休業に伴う放課後等デイサービス
のかかり増し経費の補助

1,658 553
補助対象者　宇都宮市外14市町
かかり増し経費のうち、保護者負担分及び自
治体負担分の一部を補助

学校休業時の利用児童の利用が可能となり、
障害児の居場所を確保できた

保健福祉部
障害福祉課

58 児童養護施設等感染拡大防止対策事業費
新型コロナウイルス感染症の感染拡大
の影響を受けた児童養護施設等に対す
る衛生用品購入費等の補助

2,981 2,981
補助対象者　31施設
児童福祉施設等での衛生用品等の購入に対す
る支援

児童福祉施設等でのマスク・消毒液等の購入
に要する経費を補助することで、新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大下での施設運営を
支援することができた

保健福祉部
こども政策課

59 地域子ども・子育て支援事業費
小学校の臨時休業時における放課後児
童クラブの特別開所等に係る経費の補
助

169,612 169,612
補助対象者　24市町
放課後児童クラブの特別開所等に係る経費の
補助

新型コロナの感染拡大防止等を理由とした小
学校の臨時休業時の放課後児童クラブの特別
開所に係る経費を補助することで、保護者が
労働等により昼間自宅におらず、一人で自宅
にいることが困難な子どもの居場所を確保で
きた

保健福祉部
こども政策課

60
新型コロナウイルス感染症対策保険薬局体
制強化事業費

適切な感染対策を講じながら、発熱患
者等の調剤を積極的に受け入れる保険
薬局に対する協力金

60,070 60,070
補助対象者　積極的発熱患者受入保険薬局
241薬局

発熱患者等の調剤を積極的に受け入れる保険
薬局への支援を行うことで、インフルエン
ザ・新型コロナ同時流行期における医薬品提
供体制を維持することができた

保健福祉部
薬務課

61 オフィス県内移転推進事業費
県外に本社を置く企業が新たに県内に
オフィスを設置する場合の建物賃借料
への補助

708 700 補助対象者　２社
新型コロナウイルス感染症拡大をきっかけと
したオフィスの地方移転や分散化を図る企業
の県内移転促進が図られた

産業労働観光部
産業政策課

62 サプライチェーン再構築支援事業費
新型コロナウイルス感染症により毀損
を受けたサプライチェーンの再構築に
対する助成

200,000 200,000 補助対象者　23社
サプライチェーンの再構築を支援すること
で、県内企業の生産活動への悪影響を抑制
し、生産回帰を図ることができた

産業労働観光部
工業振興課

63
マスク等医療関連製品生産設備導入支援事
業費

県内事業者が行うマスク等医療関連製
品生産設備の導入に対する助成

257,513 257,500 補助対象者　25社
県内で不足するマスクや消毒液等医療関連製
品の確保に繋がった

産業労働観光部
工業振興課
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64 ものづくり技術強化補助金

中小企業者等が行う新型コロナウイル
ス感染症対策に資する新製品等の研究
開発、又は技術の高度化に係る研究開
発に対する助成

43,753 43,750 補助対象者　９社
新型コロナ感染症対策に資する新製品開発、
技術の高度化を図ることができた

産業労働観光部
工業振興課

65 航空機産業認証維持支援事業費
県内中小企業の航空機部品製造に必要
な認証維持に対する助成

15,238 15,230 補助対象者　26社

コロナ禍で受注が大きく減少した県内航空機
関連企業の事業継続を支援するとともに、コ
ロナ沈静化後の需要回復に向けた産業振興の
基盤ができた

産業労働観光部
工業振興課

66 産業技術センターリモート環境整備事業費
産業技術センターにおける技術相談等
にリモートで対応するための環境整備

1,484 1,480
産業技術センター(本所他４か所)にWeb会議シ
ステムを導入

新型コロナの影響で来所が困難な企業等に対
し相談等の機会拡大が図られた

産業労働観光部
工業振興課

67 戦略産業経営力強化支援事業費

戦略産業分野（自動車、航空宇宙、医
療福祉機器）における中小企業の新規
事業立ち上げや新たな販路開拓の取組
に対する助成

57,205 57,205 補助対象者　7社
コロナ禍の影響受けた県内企業の新たな取組
を支援することで、県内企業の経営力強化を
図ることができた

産業労働観光部
工業振興課

68
新型コロナウイルス感染症緊急対策資金利
子補給事業費

新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、新型コロナウイルス感染症緊急対
策資金を利用した事業者に対する利子
補給

256,776 256,770
補給件数　1,113件
県制度融資を利用した中小企業者等の支援

県制度融資を利用した中小企業者等の利子負
担を軽減することにより、早期経営安定に寄
与した

産業労働観光部
経営支援課

69
新型コロナウイルス感染症緊急対策資金保
証料補給事業費

新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、新型コロナウイルス感染症緊急対
策資金を利用した事業者に対する保証
料補給

306,149 306,144
補給件数　946件
県制度融資を利用した中小企業者等の支援

県制度融資を利用した中小企業者等の信用保
証料の負担を軽減することにより、早期経営
安定に寄与した

産業労働観光部
経営支援課

70 新型コロナウイルス感染拡大防止協力金 休業要請に応じた事業者への協力金 1,472,491 1,472,490
支給件数　8,766件
休業要請に応じた施設等への協力金の支給

人流が抑制され、感染拡大防止に寄与した
産業労働観光部

経営支援課

71
新型コロナウイルス感染症関連経営再建相
談事業費

新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、経営に不安を抱える中小企業者等
に対する、経営再建に向けた専門家派
遣

5,332 5,330
相談実績　50者
県内中小企業者等への専門家派遣

個々の中小企業者の実態にあったアドバイス
等を行うことにより、中小企業者等の経営再
建に寄与した

産業労働観光部
経営支援課

72 中小企業経営支援等対策費補助金
中小企業者等の事業継続・再起に向け
た取組に要する経費の一部補助

985,594 328,520
補助対象者　249者
県内中小企業者等のウィズコロナ・ポストコ
ロナに向けた取組への支援

新たな生活様式に対応するための改装・機器
整備等、非対面型ビジネスモデルへの転換を
支援することで、再起・事業継続に寄与した

産業労働観光部
経営支援課

73 栃木プレミアム付商品券事業費
新型コロナウイルスの感染拡大により
影響を受けた地域経済の活性化を図る
消費喚起策

1,234,533 1,234,530
プレミアム20%付き商品券の発行(発行総額60
億円）

消費者の購買意欲が高まり、地域経済の活性
化が図られた

産業労働観光部
経営支援課

74 地域企業感染症対策支援事業費
中小企業等が事業継続のために行う新
型コロナウイルス感染症対策に対する
助成

557,558 557,557
補助対象者　816者
県内中小企業者等の感染症対策を支援

新たな生活様式への対応に必要な機器整備、
非対面型ビジネスモデルへの転換を支援する
ことで、感染症対策に寄与した

産業労働観光部
経営支援課

75
新型コロナウイルス感染拡大防止営業時間
短縮協力金

営業時間短縮要請に応じた飲食店及び
大規模施設等への協力金

46,770,477 45,777,156 時短要請に応じた飲食店等へ協力金を支給 人流が抑制され、感染拡大防止に寄与した
産業労働観光部

経営支援課

76 観光業感染症対策支援事業費
宿泊事業者等により構成される団体へ
の無料Wi-Fi環境整備等の経費助成等

47,870 47,870

観光庁所管の「宿泊施設基本的ストレスフ
リー環境整備事業」による補助金に上乗せ補
助　29件
感染症の拡大防止を図るための衛生用品の購
入等に対する補助　30団体

本県を訪れる観光客が、コロナ禍においても
安心、安全に観光を楽しめる環境整備の促進
を図ることができた

産業労働観光部
観光交流課

77 教育旅行等需要回復準備事業費
感染症拡大の収束後に観光需要を回復
させるための教育旅行商品の造成等へ
の助成

63,855 63,850

栃木県内に宿泊を伴う教育旅行等に対し、バ
ス1台につき60千円の助成を行った。
・延べ受付台数　2,361台
・最終利用台数　　900台

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち
込んだ県内団体旅行需要の回復に寄与した

産業労働観光部
観光交流課

78 三密回避旅行商品造成促進事業費
三密を回避し、県内を安全・安心に周
遊できる旅行商品の造成

46,369 46,360

三密回避、衛生管理の徹底等の新型コロナウ
イルス感染防止対策を盛り込んだ旅行商品の
造成支援及び販売支援を行った。
・支援対象　25事業

地域の観光事業者を支援することで、県内観
光地のコロナ対策を講じた商品開発及び受入
態勢の整備促進につながった

産業労働観光部
観光交流課

79 県民一家族一旅行推進事業費
観光需要の回復に向けた県民の県内宿
泊旅行料金の割引等

550,110 455,290

県民の県内宿泊（１泊以上）を伴う旅行商品
又は宿泊に対し、旅行商品代金又は宿泊料金
を割り引いて販売した場合、旅行業者に支援
金を交付する事業を実施した
・販売実績　約11万人泊

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち
込んだ、県内宿泊旅行の需要回復に寄与した

産業労働観光部
観光交流課

80 とちぎに泊まろうキャンペーン事業費
観光需要の回復に向けたキャンペーン
の実施

456,730 456,730
特産品プレゼントキャンペーンの実施、レン
タカー利用割引支援等の実施

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち
込んだ特産品需要や観光需要の回復に寄与し
た

産業労働観光部
観光交流課

81 スマートワーケーション推進事業費 ワーケーションを推進するためのPR等 47,183 47,183
コーディネーター事業、ＰＲ事業、利用促進
実証事業、利用環境整備事業の実施

ＰＲ事業等の実施を通して、新たな生活様式
としてのワーケーションの推進に向けた環境
が整備された

産業労働観光部
観光交流課
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82 安全安心な教育旅行推進事業費
教育旅行を取り扱う旅行会社に対する
助成

96,232 96,231

栃木県内への宿泊を伴う教育旅行等に対し、
バス1台につき60千円の助成を実施
・延べ受付台数　　1,979台
・最終利用台数　　1,439台

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち
込んだ県内団体旅行需要の回復に寄与した

産業労働観光部
観光交流課

83 観光需要回復プロモーション事業費
観光需要の回復に向けたプロモーショ
ンの実施

61,133 61,130
首都圏大型誘客イベント、交通広告、PR動画
制作、ターゲティング広告の実施

県内観光地の魅力や首都圏からのアクセスの
良さ等をPRすることで、本県への観光誘客の
促進につながった

産業労働観光部
観光交流課

84 観光公式サイト情報発信強化事業費
観光公式ホームページのリニューアル
経費に対する助成

82,880 82,880
とちぎ旅ネットの国内版及び多言語版のリ
ニューアル、ＥＣサイトの新設

特集ページや体験予約ページが創設され、
ウィズコロナ・ポストコロナにおける多面的
な観光情報の発信につながった

産業労働観光部
観光交流課

85 とちぎテレワーク環境整備導入支援事業費

国の働き方改革推進支援助成金を活用
し、テレワークを新規で導入する県内
中小企業に対する通信機器等整備への
上乗せ助成

3,257 3,250 補助対象者　19社
中小企業へのテレワーク導入が進み、感染拡
大期でも業務継続できる環境の整備が図られ
た

産業労働観光部
労働政策課

86 雇用確保推進事業費
新型コロナウイルス感染症の影響を受
けた県内中小企業における従業員の雇
用継続の支援

15,637 15,630

・雇用調整助成金等に関する相談対応件数
延べ148件
・雇用調整助成金の受給に意欲的な中小企業
に対するアドバイザー派遣件数　延べ225件

県内中小企業事業主に対して、雇用調整助成
金等の活用を促進することができた

産業労働観光部
労働政策課

87 農業者等支援ＩＣＴ化事業費
オンライン会議等のためのタブレット
端末導入等

9,623 9,620
約60台のタブレット等を調達し、各農業振興
事務所等への配備等を行った

タブレット等を配備することで、感染症流行
期でもオンライン会議等を実施することがで
き、業務の継続が図られた

農政部
農政課

88
地域企業再起支援事業費（とちぎの農産物
でスマイルアップ事業費）

県産農産物や加工食品等の販売促進の
ためのECサイトの構築と運営

18,842 18,840
ECサイトを構築し、202事業者、292品の商品
を出品した。

ECサイトの構築を通じて、新型コロナウイル
スの影響を受けた県産農産物や加工食品等の
販売促進が図られた

農政部
農政課

89 農村地域誘客促進加速化事業費

（1）農村拠点施設新型コロナウイルス
感染予防対策支援事業
新型コロナウイルス感染症拡大の影響
を受けた農産物直売所が行う感染予防
対策への助成
（2）都市農村交流施設活性化事業
新型コロナウイルス感染症拡大の影響
を受けた都市農村交流施設を周遊する
レビュー投稿キャンペーンを実施
（3）『おうちで農村ファン』創出事業
新型コロナウイルス感染症拡大の影響
を受けたグリーン・ツーリズム実践者
に対する「おうちでおためしキット」
の開発・販売支援
（4）県産農畜産物消費復活キャンペー
ン事業
新型コロナウイルス感染症拡大により
消費が減少した牛肉の消費回復のため
のキャンペーン

44,263 44,260

（1）農村拠点施設新型コロナウイルス感染予
防対策支援事業
補助対象者　35施設
（2）都市農村交流施設活性化事業
周遊ルート　都市農村交流施設（108施設）
レビュー投稿　46件
（3）『おうちで農村ファン』創出事業
対象者　10事業者
商品数　10商品
販売数　492個
（4）県産農畜産物消費復活キャンペーン事業
デジタルスタンプラリー事業
参加店舗　709店舗
応募総数　25,616人
動画広告作成　２本（6秒、15秒）

（1）農村拠点施設新型コロナウイルス感染予
防対策支援事業
農産物直売所における感染予防対策が促進さ
れた
（2）都市農村交流施設活性化
改めて地元農村の魅力を満喫してもらうこと
ができた
（3）『おうちで農村ファン』創出事業
新型コロナウイルス感染症収束後に本県への
来訪が見込まれる農村ファン（リモート関係
人口）の創出が図られた
（4）県産農畜産物消費復活キャンペーン事業
県内外の消費者に「とちぎ和牛」をＰＲする
ことで、牛肉の消費回復が図られ、また、
「とちぎの地産地消推進店」の登録店舗数の
増加が図られた

農政部
農村振興課
経済流通課

90 県産農産物プロモーション事業費
新型コロナウイルス感染拡大の影響を
受けて消費が落ち込んだ県産農産物の
首都圏等へのＰＲ、誘客促進

27,204 27,200

(1)県産農産物首都圏プロモーション事業
・商業施設内飲食店10店舗におけるメニュー
フェア開催
・駅構内飲食店24店舗におけるメニューフェ
ア開催
(2)誘客促進プロモーション事業
・県産いちごを活用した宿泊プラン造成
・県産ブランド牛肉を活用した宿泊及び飲食
プラン造成

首都圏飲食店等での県産農産物の継続利用に
つながった
宿泊プラン造成により、観光誘客が図られた

農政部
経済流通課

91
県産農産物海外ファンづくり緊急支援事業
費

新型コロナウイルス感染拡大の影響を
受け、渡航しPRイベント等を実施でき
なくなった県産農産物の輸出促進のた
めの宅配商品づくり等の支援

10,260 10,260
オンライン料理教室の実施
越境ECに取り組む農業者に対する支援

デジタル技術を活用した効果的なプロモー
ションにより、広く県産農産物をPRできた

農政部
経済流通課

92 県産農産物海外向け情報発信事業費

新型コロナウイルス感染症収束後の輸
出の早期回復を図るための海外バイ
ヤーや消費者向け県産農産物PR用HPの
開設

12,020 12,020
情報発信サイト開設
PR動画作成

海外向け情報発信サイトの開設や動画配信に
より広く県産農産物をPRできた

農政部
経済流通課

93
担い手育成・確保等対策地方公共団体事業
費補助金

新型コロナウイルス感染症収束後の経
済回復に向け、農業大学校生等が必要
な農業技術を習得するための研修用機
械設備等の導入

29,062 14,530
いちご及びトマト栽培ハウスの整備、コンバ
イン等農業用機械一式購入

生産現場により近い教育環境で実習を行うこ
とで必要な栽培技術の習得が図られた

農政部
経営技術課
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94 農業労働力確保緊急支援事業費
農業大学校生等が必要な農業技術を習
得するための双方向によるオンライン
授業等の実施

6,437 6,430
データ通信回線の増強
オンライン授業実施に要する備品購入

オンライン授業に要する環境を整備すること
で、新型コロナに対応した円滑な授業の実施
が図られた

農政部
経営技術課

95 オンライン就農相談事業費
就農希望者に対するオンライン就農相
談の実施

2,057 2,050 オンラインによる相談窓口設置
オンラインによる相談窓口設置により、新型
コロナに対応した就農相談の実施、相談時の
接触機会の減少が図られた

農政部
経営技術課

96 農業大学校コロナ感染症対策事業費
農業大学校における感染対策用機器・
物品の購入

3,841 3,840 空気清浄機、モニター式体温計等の購入
感染対策用物品の購入により、大学校内にお
ける感染対策が図られた

農政部
経営技術課

97 とちぎの花スマイルアップ事業費

新型コロナウイルスで影響を受けた県
産花きの需要回復と普及・定着を図る
ための民間企業等と連携した「オール
とちぎ」での花のある生活環境の創出

2,400 2,400

新型コロナの影響により消費が減退している
県産花きについて県有施設や駅等への飾花を
行い、県産花きの活用促進を図った
〔実績〕
・県有施設等での飾花展示：県庁舎延べ52回
・駅での飾花展示：ＪＲ宇都宮駅等延べ10回
・マスコミでの飾花展示を通じた需要喚起：
NHK宇都宮放送局等延べ35回

県有施設利用者や観光客等へ県産花きに触れ
る機会を提供したことで、家庭や職場など日
常生活に花きを取り入れる習慣が根付きつつ
あり、需要拡大につながった

農政部
生産振興課

98 県産花き経営継続緊急支援対策事業費

新型コロナウイルス感染症の発生によ
り売り上げが減少する等の影響を受け
た花きについて、新たな需要等に呼応
するために次期作に前向きに取り組む
生産者の支援

23,743 23,740

新型コロナの影響により収入が減少した花き
生産者に対して次期作に向けた栽培経費等の
支援を行った
・人数：283名
・面積：9,472ａ

新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ
り、売上げの減少等の影響を受けた花き生産
者について、次期作に向けた取組を支援し、
経営の継続につながった

農政部
生産振興課

99 有料道路無料化事業費
感染症の影響により落ち込んだ観光需
要の回復を図るための、栃木県道路公
社が管理する有料道路４路線の無料化

250,000 250,000
対象期間
令和２（2020）年６月16日～10月31日　土日
祝日（繁忙期を除く）

県内観光需要の回復が図られた
県土整備部
交通政策課

100 地域公共交通等支援事業費
新型コロナウイルス感染症拡大の影響
を受けた地域公共交通事業者等の事業
継続に対する支援金

608,568 608,568

・第三セクター鉄道事業者　３社
・路線バス事業者　８社（424台）
・貸切バス事業者　92社（1,072台）
・タクシー事業者　148社（1,757台）

支援金の支給により、交通事業者の事業継続
に寄与した

県土整備部
交通政策課

101 路線バス感染症予防広告掲出事業費
感染症予防に関する普及・啓発のため
の路線バスへの広告掲出

18,290 18,290 広告掲出バス台数　382台
路線バスへの広告掲出により、「新しい生活
様式」や県が取り組む感染症対策等につい
て、県民に対する普及・啓発が図られた

県土整備部
交通政策課

102
貸切タクシー活用おでかけリフレッシュ促
進事業費

貸切タクシーによる県内周遊を促進す
るための利用助成

8,196 8,196 利用助成件数　297件
ウィズコロナ・ポストコロナにおける貸切タ
クシーによる県内周遊の促進が図られた

県土整備部
交通政策課

103
新しい生活様式に対応したバス停改良事業
費

車内における感染症対策、非接触型料
金支払い（交通系ICカード）等のバス利
用者が安心してバスを利用できる環境
整備のためのバス停改良事業

96,000 90,236 バス停改良箇所数　428か所
バス利用者が安心して利用できる環境整備の
促進が図られた

県土整備部
交通政策課

104 インフラカード活用周遊促進事業費

新型コロナウイルスの影響により落ち
込んだ観光客入込み数の回復を図るた
めの県内周遊促進を図るインフラカー
ドの作成、配付

3,852 3,852
作成・配付カード　計246,000枚
ダム、橋・トンネル、公園等計42種類

県内各地に点在する橋やダムなどの公共施設
のカードを作成し、道の駅や当該施設で配付
することにより、コロナ禍で落ち込んだ観光
周遊の促進を図ることができた

県土整備部
道路整備課

105 県営住宅管理費
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り住居を失った離職者等に対する県営
住宅提供のための住戸の修繕

40,645 40,645 県営住宅６団地　50戸
住居を失った離職者等に提供するための住戸
の修繕を行い、困窮する世帯に住宅を提供で
きた

県土整備部
住宅課

106 国体・障スポ開催準備事業費
いちご一会とちぎ国体競技別リハーサ
ル大会において新型コロナウイルス感
染症対策に要する物品の購入

44,070 44,070

マスク購入数　120,000枚
消毒液購入数　6,000個
フェイスシールド購入数　28,500枚
ＡＩサーマルカメラ　20台
非接触型体温計　450台

R3年度当初から順次開催されたリハーサル大
会を実施する会場地市町に対し、県が購入し
た新型コロナ対策用品を支援することで、感
染拡大防止策が適切に講じられた

国体・障害者ス
ポーツ大会局
競技式典課

107 電子調達システム運営費
県が行う物品購入等の調達業務に係る
電子調達システムの導入によるオンラ
イン化

12,387 12,380
・電子調達システムの導入
・入札参加事業者等に対する研修
・R3.4～電子入札開始

人との接触機会の低減が求められる「新しい
生活様式」に対応した行政サービスの提供が
図られた

会計局
会計管理課

108
新型コロナウイルス感染症対策装備資機材
費

警察における感染症対策の強化 17,260 17,240
対象施設　　　  45施設
マスク購入　143,000枚
消毒液購入　　 2,240個

感染防止に係る装備資機材を整備したこと
で、感染症対策を講じながら活動を実施する
ことができた

警察本部
会計課

109 警察情報システム効率化事業費
警察におけるWeb会議やサテライトオ
フィスの構築

43,851 43,850 管理サーバ・システムの導入やLAN配線の整備
「３密」を回避することで、感染防止を図り
ながら活動を実施することができた

警察本部
会計課

110 学校ＩＣＴ化プロジェクト推進事業費 学校ＩＣＴアドバイザーの派遣 27,596 27,590

・ＩＣＴ機器の効果的活用や推進に関する支
援として、有識者を５市町に計７回派遣
・環境整備に関する支援として、専門業者を
各市町に2,442回派遣

市町や学校へ学校ＩＣＴアドバイザー等を派
遣することで、各学校における感染リスク低
減を図るためのＩＣＴ化の環境整備を進める
ことができた

教育委員会事務局
総務課

111 県立学校空調設備運営費
県立学校における換気の実施により増
加する電気料

16,147 16,140
県立学校において、換気の実施により増加す
る電気代に対する補填

教室における感染リスクの軽減が図られた
教育委員会事務局

施設課

112 学校保健特別対策事業費補助金
県立学校における新型コロナウイルス
感染症対策のための保健衛生用品等の
購入

44,359 37,558 全県立学校：79校１分校
学校における感染症対策のための保健衛生用
品等の確保により、感染症対策を図ることが
できた

教育委員会事務局
学校安全課
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113 学校保健特別対策事業費補助金
県立学校における新型コロナウイルス
感染症対策及び児童生徒に対する学習
保障の取組

219,224 109,610 全県立学校：79校１分校
保健衛生用品及び三密対策備品の購入等によ
り県立学校における感染症対策を図ることが
できた

教育委員会事務局
学校安全課

114 県立学校感染症対策事業費
県立学校における新型コロナウイルス
感染症対策のための保健衛生用品等の
購入

39,004 39,004 全県立学校：79校１分校
保健衛生用品及び三密対策備品の購入等によ
り県立学校における感染症対策を図ることが
できた

教育委員会事務局
学校安全課

115 修学旅行追加的費用支援事業費

県立学校が、児童生徒の新型コロナウ
イルス感染症の感染防止及び同感染症
の拡大防止のために修学旅行を中止又
は目的地や日程を変更したことにより
生じたキャンセル料について、保護者
の経済的な負担軽減を図るための補助

25,082 25,080 県立学校：42校

学校を通じて保護者が負担したキャンセル料
に対して支援することで、保護者に追加的に
発生した費用について負担の軽減をすること
ができた

教育委員会事務局
学校安全課

116 テレビ放送を活用した家庭学習支援事業費 自宅学習用学習番組の作成・放送 59,990 59,990
番組作成本数　92本
5月に11回にわたり放送を実施

長期化する臨時休業の中、児童生徒の自宅等
での学習の支援を図ることができた

教育委員会事務局
義務教育課

117 教育支援体制整備事業費補助金 学習指導員の配置 824,624 548,741 配置人数　946名
学校の再開に伴う児童生徒の学習保障が図ら
れた

教育委員会事務局
義務教育課

118 県立学校ＩＣＴ環境整備事業費
GIGAスクール構想の実現に向けて、県
立学校における義務教育段階の児童生
徒分のタブレット端末整備

105,123 105,120
整備台数　3,841台（県立中学校、県立特別支
援学校小･中学部）

県立学校における義務教育段階の児童生徒に
対して1人1台のタブレット端末を整備し、感
染拡大時において、家庭でのオンライン授業
や分散登校における授業等で活用が図られた

教育委員会事務局
総務課

高校教育課

119 県立学校ＩＣＴ環境整備事業費

GIGAスクール構想の実現に向けて、県
立学校における高校段階の生徒３人に
１台分のタブレット端末整備及び充電
保管庫整備

846,075 842,894
タブレット端末整備台数　15,469台（県立高
等学校及び特別支援学校高等部）
充電保管庫整備台数　486台（県立学校）

県立学校における高校段階の生徒３人に１台
分のタブレット端末を整備し、感染拡大時に
おいて、家庭でのオンライン授業や分散登校
における授業等で活用が図られた

教育委員会事務局
総務課

高校教育課

120 県立学校ＩＣＴ環境整備事業費

新型コロナウイルス感染拡大等により
オンライン授業を実施するために、Wi-
Fi環境がない家庭に対して貸与するモバ
イルルーター整備

7,701 7,700 整備台数　610台（県立学校）

新型コロナウイルス感染拡大時において、家
庭でのオンライン授業を実施するために、Wi-
Fi環境がない家庭に対して貸与することができ
た

教育委員会事務局
総務課

高校教育課

121 公立学校情報機器整備費補助金
新型コロナウイルス感染拡大等により
オンライン授業やweb会議を実施するた
めのwebカメラ整備

19,490 1,390 整備台数　80台（県立学校）
新型コロナウイルス感染拡大時において、オ
ンライン授業やweb会議で活用が図られた

教育委員会事務局
総務課

高校教育課

122 県立学校ＩＣＴ環境整備事業費
ＩＣＴを効果的に活用した教育活動を
推進するため、各県立学校に対するＩ
ＣＴ支援員の派遣

15,250 15,250 派遣人数　22名（県立学校）

各学校における感染リスク低減を図るための
ＩＣＴ機器の諸設定及び日頃の授業や教員研
修等における支援などの業務に携わり、ＩＣ
Ｔの活用に向けた効果的な支援ができた

教育委員会事務局
総務課

高校教育課

123
担い手育成・確保等対策地方公共団体事業
費補助金

新型コロナウイルス感染症収束後の経
済回復に向けた、農業高校研修用機械
の整備

113,412 56,480 整備台数　35台
将来の農業生産を支える人材の育成に向け
て、必要な農業技術を習得できる環境が整備
された

教育委員会事務局
高校教育課

124 補習等のための指導員等派遣事業費 スクール・サポート・スタッフの配置 30,112 29,173
配置人数　437名（公立小中学校）
配置人数　11名（特別支援学校）

学校における感染症対策が図られた
教育委員会事務局

義務教育課
高校教育課

125 学校保健特別対策事業費補助金
特別支援学校のスクールバスでの感染
リスクの低減

1,801 901 スクールバス登校便の増便(７校)
スクールバスの増便により、過密乗車を避
け、感染リスクの低減を図ることができた

教育委員会事務局
特別支援教育室

126 学校保健特別対策事業費補助金
特別支援学校のスクールバスでの感染
リスクの低減

120,167 60,080 スクールバス登校便の増車(８校)
スクールバスの増車により、過密乗車を避
け、感染リスクの低減を図ることができた

教育委員会事務局
特別支援教育室

127
特別支援学校スクールバス感染症対策事業
費

感染症の影響による夏季休業期間の変
更に伴う通学保障

3,129 3,129 スクールバス登下校便の追加委託(４校)
スクールバスの追加により、授業時数を確保
するための通学を支援することができた

教育委員会事務局
特別支援教育室

128 県立図書館感染症対策事業費
県立図書館への書籍消毒機（２台）の
設置

3,113 3,110
県立図書館に書籍消毒機を２台設置し、利用
者自らが借りた図書等の消毒を行っている。

返却や閲覧等で利用者が触れた書籍を書籍消
毒機により消毒することで、衛生面の不安を
解消し、感染拡大防止の一助とすることがで
きた

教育委員会事務局
生涯学習課

129 青少年教育施設感染症対策事業費
青少年教育施設への感染対策用機器
（空気清浄機、サーキュレーター及び
サーマルカメラ）の設置

4,943 4,940
青少年教育施設（４施設）の居室や食堂等に
空気清浄機等を設置し、窓開け換気と併用し
ながら、感染リスクの低減を図った。

感染対策用機器の導入により、利用者の安全
に配慮し、感染拡大を防止することができた

教育委員会事務局
生涯学習課

130 国民体育大会関東ブロック大会開催事業費
令和３(2021)年の国民体育大会関東ブ
ロック大会の開催準備

8,674 8,670
県準備委員会への負担金
内容：マスク、消毒液等の購入

コロナ禍における大会開催のための事前準備
を実施し、令和３年の大会開催につながった

教育委員会事務局
スポーツ振興課

64,621,779 62,234,589合　　計
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